


















































































に関しては、論文や書籍の分野では ISSN（International Standard Serial 





































































（compilation）、 差別条項の禁止 （non─discrimination）、 伝播 （propagation）、




















利として sui generis 権が認められている（データベースの法的保護に関す


















再頒布の自由、2 ．ソースコード、3 ．派生ソフトウェア（derived works）、
4 ．原著作者のソースコードとの区別（integrity）、 5 ．特定人物・集団に
対する差別の禁止、 6 ．使用分野（fields of endeavor）に対する差別の禁









有することを意味する。GNU（GNU’s Not UNIX）は、UNIX 互換のソフト
ウェア環境をすべてフリーソフトウェアで実装するプロジェクトである。
1984年、マサチューセッツ工科大学（MIT）人工知能研究所のリチャー





































その規約は、Creative Commons License（CC ライセンス）に準拠する。そ
の基本ライセンスは、 1 ． 帰属 （attribution）、 2 ． 非営利 （noncommercial）、
































































































































































































ープンソースはプログラムの著作物（著作権法10条 1 項 9 号）、物の発明





























































は、 “Bolter, Jay David. Writing Space: Computers, Hypertext, and the Remediation 






利益に係る権利をいう（知的財産基本法 2 条 2 項）。
（15）　日本学術会議オープンサイエンスの取組に関する検討委員会『オープンイ
ノベーションに資するオープンサイエンスのあり方に関する提言』（2016年 7
月 6 日）。日本学術会議が2016年 1 月18日から 2 月15日まで、関連学協会を対
象に実施した「オープンサイエンスについてのアンケート」の結果などが掲載


























解散され、TRON プロジェクトは T─Engine フォーラムに引き継がれている。
（22）　Linux の創始者はリーナス・トーバルズ（Linus Torvalds）であり、彼は
Linux の著作者になる。Linux は、GPL（GNU General Public License）によ
る PC 向け UNIX クローンであり、PC 用の高性能、高機能な OS でインター
ネット用サーバの構築などが可能である。











ざるを得ない条項が散見されている（著作権法30条の 4 、47条の 6 ～47条の
9 ）。また、わが国の著作権法の著作権の制限規定には、営利を目的として権
利者への通知と補償金の支払いを条件とする条項が二つ存在している（同法33
条の 2 第 2 項、36条第 2 項）。
（30）　児玉晴男「技術情報の開示の可否に関する判断基準」『最先端技術関連法
研究』、No.11（2012年）109～128頁。
























─ MIT OCW をめぐる米国と日本の社会制度の違い」『情報管理』、Vol. 55、
No. 6（2012年）416～424頁。
（36）　Linux Foundation は、Linux の商標を管理する。
（37）　MIT や OCW は登録商標であり、OCW はオープンコンテンツとして無償
であっても、OCW の登録商標の使用は許諾を要する。
